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公益社団法人日本看護協会（会長 秋山智弥、会員 70 万人）は 7 月 13 日、公益財団法

人日本訪問看護財団、一般社団法人全国訪問看護事業協会と連名で、厚生労働省の黒田秀

郎老健局長に「令和 9年度介護報酬改定に関する要望書」を提出しました。 

報道関係の皆さまにおかれましては、要望の趣旨をご理解いただき、さまざまな機会に

ご紹介いただきますようお願い申し上げます。 

 

2040年に向けて、医療・介護の複合ニーズを抱え

る85才以上人口の増加や生産年齢人口の減少が見込

まれる中、住み慣れた地域で安心して療養生活を継

続できる体制の整備が求められています。そのため

には、在宅療養を支える訪問看護の体制強化と人材

確保が不可欠です。一方で、訪問看護師の賃金は他

産業との差が拡大しており、人材流出が懸念されて

います。また、訪問看護事業所の約4割が赤字経営

となるなど、事業運営を取り巻く環境は厳しさを増

しています。こうした状況を踏まえ、持続可能で質

の高い訪問看護提供体制を維持するため、以下の2点を要望しました。 

秋山会長は「在宅医療を支える訪問看護を持続可能なものとするためには、他産業と

医療・福祉分野の給与差の拡大による看護職の人材流出を防ぎ、処遇改善とそのための原

資を確保することが喫緊の課題である。令和9年度介護報酬改定において、全ての訪問看

護師の処遇改善と、訪問看護事業所の安定的な運営を支える介護報酬の確保をお願いした

い」と述べました。 

黒田老健局長は「訪問看護は大切なサービスであり、光が当たることが大事だと思っ

ている。また、訪問看護・訪問介護など在宅を支えていくことは新たな地域医療構想のテ

ーマでもあり、ぜひ3団体の力添えをいただきたい」と応じました。 

 

 厚労省老健局に 3 団体で要望 

≪要望事項≫ 

〇 全ての訪問看護師の処遇改善 
〇 訪問看護事業所の安定的な運営を支える介護報酬の確保 

全ての訪問看護師の処遇改善と 

訪問看護事業所を支える介護報酬の確保を 

左から日本訪問看護財団の田村理事長、

黒田老健局長、秋山会長、 

全国訪問看護事業協会の中島会長 



厚生労働省

老健局長黒田 秀郎殿

訪問看護推進連携会議

公益社団法人日本看護協会

長秋山智亨会

令和 8年7月13日

2040年に向け、医療・介護の複合二ーズを抱える 85 歳以上人口の増加や生産年齢人口の

減少等の介護をとりまく状況と課題を踏まえ、介護保険サービスの利用者が地域で安全・安心な

療養生活を継続できるサービス提供体制の整備が急がれます。要介護高齢者等の居宅を中心と

した療養を支え、さらには地域において各介護サービスと連携を図り、必要な看護を効果的・効率

的に提供するためには、訪問看護の体制何剣ヒ・人材確保は不可欠です。

在宅医療の需要のさらなる高まりを見据え、持続可能で質の高い在宅医療提供体制を維持する

上で、訪問看護師の処遇改善は急務です。以上より、下記の事項について、ご検討ならびに

ご配慮をお願い申し上げます。

令和9年度介護報酬改定に関する要望
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2040年に向け、訪問看護の需要はさらに高まることが見込まれる一方で、介護領域に従事する看

護職の処遇については、病院で勤務する看護職との差が開いている状況にある。また、令和 8(2026)

年度介護報酬改定で介護職員等処遇改善加算の対象に新たに訪問看護ステーション等が含まれ、多

くのサービスで加算率が引き上げられたが、他産業と医療・福祉分野の給与差は拡大しており、他

産業への人材流出が強く懸念される。訪問看護ステーションの求人倍率は 4.54 倍（令和 6 年度）

と病院や介護施設等、他の施設種類と比較し最も高く、在宅での生活を希望する利用者に対する安

全・安心で質の高い看護提供体制の維持のためには、処遇改善とそのための原資を確保することが

喫緊の課題である。 

また、訪問看護事業所の 38.2％が赤字であり、訪問看護の令和 6(2024)年度決算は前年度から 1.6

ポイント減少している。地域で重要な役割を果たす訪問看護事業所の運営とそこで働く職員の就業

が持続可能なものとなるよう、基盤となる訪問看護事業所の安定経営に向けた支援は、職員の処遇

改善を実現する上で不可欠である。 
 
■他産業との給与差は拡大している 

 
■訪問看護ステーション退職後の就業先 

-半数以上が訪問看護や介護施設以外へ流出- 

 

 

 

 

 

 
   

■訪問看護の赤字事業所は 38.2％と全サービス平均 

を上回る（令和 6年度決算） 

 

 

 

 

 

 

 
括弧なしは、税引前収支差率（コロナ関連補助金及び物価高騰対策関連補助金を含まない） 

＜  ＞内は、税引前収支差率（コロナ関連補助金及び物価高騰対策関連補助金を含む） 
（  ）内は、税引後収支差率（コロナ関連補助金及び物価高騰対策関連補助金を含む） 

出典：第 249 回介護給付費分科会 資料 1（令和 7 年度介護事業経営概況調査）2025 年 12 月 

訪問看護師が、他産業と遜色ない賃金引上げが可能となるようさらなる処遇改善を図られた

い。あわせて、訪問看護事業所が職員の処遇改善を図るために必要な原資を確保されたい。 

 

＊ 税込給与総額 は、所得税や雇用保険、健康保険、
年金等の社会保険料を控除する前の「総支給額」

出典：2024年度 看護職員の賃金に関する実態調査(日本看護協会)

■訪問看護の令和 6 年度決算は前年度から

1.6ポイント減少 

 

令和5年度

決算

令和6年度

決算

対前年度

増減

令和5年度

決算

令和6年度

決算

対前年度

増減

11.9% 10.3% ▲1.6％ 68.7% 70.1% +1.4％

〈12.0％〉 〈10.3％〉 ▲1.7％ 〈68.7％〉 〈70.1％〉〈+1.4％〉

（11.3％） （9.7％） ▲1.8％

収支差率 収入に対する給与費の割合

訪問看護

37.5 万円 → 33.7 万円に減少（-3.8 万円） 

■訪問看護ステーションの求人倍率は 4.54倍(令和 6年度) 
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出典：令和6年度 静岡県訪問看護ステーション実態調査 報告書
（静岡県訪問看護ステーション協議会）のデータを用いて作成

 

出典：2024（令和 6 年度）ナースセンター登録データに基づく 

   看護職の求職・求人・就職に関する分析報告書（日本看護協会） 
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